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【畜産・酪農の概況】



我が国の農業における畜産の地位

・ 令和２年の農業産出額は８兆９,３７０億円。うち畜産は３兆２,３７２億円となっており、産出額の約３６％を占める。

（生乳：２４％、肉用牛：２３％、豚：２０％、鶏：２６％）

・ １０年前（平成２２年）と比べ、額で６,８４７億円、農業生産額に占めるシェアで５％増加。

資料：農林水産省「令和２年農業総産出額（全国）」

○平成２２年の農業・畜産産出額

生乳

6,747億円

26%

肉用牛

4,639億円

18%

豚

5,291億円

21%

鶏

7,352億円

29%

その他

1,496億円

6%

畜産の産出額
２兆５，５２５億円

その他

13%

畜産

31%
米

19%

野菜

28%

果実

9%

生乳

7,797億円

24%

肉用牛

7,385億円

23%
豚

6,619億円

20%

鶏

8,334億円

26%

その他

2,237億円

7%

畜産の産出額
３兆２，３７２億円

その他

11%

畜産

36%米

18%

野菜

25%

果実

10%

農業産出額
８兆９，３７０億円

○令和２年の農業・畜産産出額
農業産出額

８兆1，２１４億円
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◎平成２２年から令和２年の１０年間で

農業産出額は１１０％、

畜産の産出額は１２７％増加



畜産の都道府県別産出額

・ 産出額を都道府県別に見ると、１,０００億円以上が９道県（北海道、岩手県、茨城県、栃木県、群馬県、千葉県、熊本県、宮崎県、鹿児島県）と

なっており、この９道県で全国の約６３％を占める。

4注：都道府県別の数値は中間生産物（子豚等）が重複計上されているため、前ページの数値とは一致しない。

資料：農林水産省「令和２年農業産出額（都道府県別）」

計 ２兆２０２億円

÷３兆２,２７９億円（全国）≒６２.６％

1,000億円～

500～1,000億円

100～ 500億円

～ 100億円

北海道 岩手県 茨城県 栃木県 群馬県 千葉県 熊本県 宮崎県
鹿児島
県

7,337
億円

1,628
億円

1,270
億円

1,225
億円

1,079
億円

1,194
億円

1,192
億円

2,157
億円

3,120
億円



米 98％

畜
産
物
16
％

48％

油脂類 3％

小
麦
17
％

砂糖類
36％

魚介類 53％
野 菜 75％

大 豆 26％
果 実 30％

その
他

22％
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供給熱量 2,265kcal / 人・日
［国産供給熱量 860kcal / 人・日］

83kcal[44kcal]

270kcal[60kcal]

181kcal[66kcal]

299kcal[52kcal]

64kcal[19kcal]
73kcal[19kcal]
65kcal[48kcal]

339kcal[11kcal]

畜産物の食料自給率

・ 昭和40年度と比較すると、食生活の洋風化等が進み、自給率の高い米の消費が減少する一方、飼料や原料を海外に依存している畜産物や油
脂類の消費が増大。

・ 畜産物は、消費拡大に伴い輸入の割合が増加するとともに、飼料の海外への依存度が高まっている状況
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供給熱量割合 [％]

米 100％

33％油脂類

31％砂糖類

魚介類 110％

28％小麦

その他 68％

果実 86％

4４1％大豆

野菜 100％

畜産物 47％ 45％
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0 20 40 60 80 100

供給熱量 2,459kcal / 人・日
［国産供給熱量 1,799kcal / 人・日］

298kcal
[ 204kcal]

196kcal[ 60kcal]

292kcal[ 81kcal]

39kcal [34kcal]
55kcal [23kcal]
74kcal [74kcal]

99kcal [108kcal]

157kcal[ 74kcal]

1,090kcal[1,090kcal]

159kcal[ 52kcal]

輸入部分

輸入飼料部分
（自給としてカウントせず）

自給部分

凡例

供給熱量割合 [％]

410kcal[67kcal]

482kcal[474kcal]

（カロリーベース食料自給率 73％）
【昭和40年度】 【令和３年度】

（カロリーベース食料自給率 38％）資料：農林水産省「食料需給表」

○カロリーベース食料自給率の推移（昭和４０年度～令和３年度）

品目別供給熱量自給率 [％] 品目別供給熱量自給率 [％]



畜産物の食料自給率・食料国産率
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H29 H30 R元 R2 R3(概算) R12目標

26% 25% 25% 25% 25% 34％

○近年の飼料自給率の推移（全体）

資料：農林水産省「食料需給表」

（図中の値は令和3年度）

・ 畜産物の食料自給率は、飼料自給率を反映することにより国内で生産可能な部分を厳密に評価して計算しており、牛肉では１２％。飼料が国産

か輸入かに関わらず、国内で畜産物をどれだけ生産したかを評価する食料国産率では４５％。

・ 国産飼料の増産により「飼料自給率」を向上させていくことと、畜産物の国内生産の増加を通じた「食料国産率」の向上の両方を達成していくこと

で、食料自給率の向上が図られる。



【牛乳乳製品関係】



生乳の需給構造

・ 生乳は毎日生産され腐敗しやすく貯蔵性がないことから、需要に応じ飲用と乳製品の仕向け量を調整すること（需給調整）が不可欠。

・ 飲用向け生乳（都府県中心）は､輸入品と競合しないことから乳価が生産コストを上回っており、需要に応じた生産による需給安定が重要。

・ 乳製品向け生乳（北海道中心）は保存が利く乳製品となるため、生乳の需給調整の役割を果たしているが、輸入品と競合することから乳価が生産コストを下

回っている。なお、国産品との競合について、無秩序な輸入が国内需給に悪影響を及ぼすことのないよう、国家貿易によりその種類・量・時期等を調節している。

・ 加工原料乳生産者補給金制度により、乳製品向け生乳に対し交付対象数量を設けて補給金等を交付することで、生乳需給全体の安定を図り、全国の酪農家

の経営安定を図っている。

輸入乳製品 469万㌧

チーズ 361万㌧

その他 57万㌧
（アイスクリーム等）

自由化品目

バター
・ホエイ

等

13万㌧

学校
給食用
脱脂粉乳

等

38万㌧

関税割当
品目

国家
貿易

牛乳等400万㌧
乳
価(

取
引
価
格)

342万㌧ 58万㌧

※２

脱脂粉乳・バター等

186万㌧

120

80
75

北海道都府県

国内の生乳生産量(令和３年度) 765万㌧（北海道431万㌧、都府県334万㌧）

生ｸﾘｰﾑ等

125万㌧

73

円/kg

生産コスト

生産者団体、乳業メーカー間で季節毎の需要等を踏まえ、用途別に取引

※ 本資料は、令和3年度のデータに基づいて作成したもの。
※ 四捨五入の関係で、内訳の計が合計と一致しない場合がある。
※１ このほか、他の用途向け（約５万トン）や自家消費等（約５万トン）の生乳がある。
※２ 用途別の乳価（取引価格）は、令和3年度の各用途の代表的な水準（税抜き）を示したもの。
※３ 生クリーム等は、生クリーム・脱脂濃縮乳・濃縮乳に仕向けられたものをいう。
※４ 対策の金額は、令和3年度予算額（所要額）。

ﾁｰｽﾞ

44万㌧

加工原料乳生産者経営安定対策

加工原料乳生産者補給金（375億円）

400万㌧

360万㌧

119万㌧6万㌧ 1万㌧ 43万㌧ 26万㌧ 161万㌧

乳製品向け生乳

飲用向け
生乳

※３

※４

※１

乳製品の国家貿易制度

農畜
産業
振興
機構

買入れ
国内へ
売渡し

マーク
アップ

輸入
価格

輸入
価格

（独）農畜産業振興機構が、バター・脱脂粉乳等
を買い入れ、入札により国内価格水準で売り渡し。

※輸入価格には関税を含む。

国内価格水準
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※ 輸入数量には飼料用を除く
※ 生乳換算数量



単位：万トン、％ 単位：千キロリットル、％

資料：農林水産省｢牛乳乳製品統計｣

生乳の生産量及び用途別処理量の推移 牛乳等の生産量の推移

資料：農林水産省「牛乳乳製品統計」､ （独）農畜産業振興機構「販売生乳数量等（速報）」
※ 生クリーム等向けは、生クリーム・脱脂濃縮乳・濃縮乳に仕向けられたものをいう。
※ 令和３年度および令和４年度の数値は速報値。
※ 平成30年度の脱脂粉乳・バター等向け、チーズ向け及び生クリーム等向けは、補給金交付対象の変更により、前年度の数値と接続しないため、対前年度比は掲載しない。
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最近の生乳の生産・処理状況

・ 生乳の生産量は、平成28年度以降、頭数の減少などにより減少傾向で推移してきたが、令和元年度に増加に転じ、令和３年度は北海道の生産

量が前年度比＋3.7％、都府県が＋1.8％増加したことにより、全体で＋2.9％増加。

・ 令和４年度（4-10月）の用途別処理量は、牛乳等向けは前年度比▲0.4％の減少、乳製品向けは同＋1.3％の増加。

・ 令和４年度（4-10月）の牛乳等の生産量は、飲用牛乳等は前年度比▲0.2％、乳飲料は同▲2.1％、はっ酵乳は同▲6.7％の減少。

30年度 令和元年度 ２年度 ３年度
４年度

（4-10月)

生産量
728 736 743 765 448

(▲0.1) (＋1.1) (＋1.0) (＋2.9) (＋0.3)

北海道
397 409 416 431 255

(＋1.2) (＋3.1) (＋1.6) (＋3.7) (＋1.0)

都府県
332 327 327 334 193

(▲1.6) (▲1.3) (＋0.1) (＋1.8) (▲0.6)

牛乳等向け処理量
401 400 403 400 238

(＋0.6) (▲0.2) (＋0.9) (▲0.9) (▲0.4)

乳製品向け処理量
323 332 335 360 207

(▲0.8) (＋2.8) (＋1.0) (＋7.3) (＋1.3)

うち脱脂粉乳･
バター等向け

148 159 170 186 104

(－) (＋7.4) (＋6.3) (＋10.0) (＋1.1)

うちチーズ向け
40 40 41 44 26

(－) (＋0.2) (＋2.4) （＋5.7） (＋3.7)

うち生クリーム等向け
127 125 119 125 73

(－) (▲1.6) (▲4.1) （＋4.3） (＋0.2)

30年度
令和

元年度
２年度 ３年度

４年度
（4-10月)

飲用牛乳等
3,567 3,568 3,584 3,579 2,128

(＋0.9) (＋0.0) (＋0.4) （▲0.1） (▲0.2)

牛乳
3,154 3,159 3,195 3,197 1,901

(＋1.9) (＋0.1) (＋1.2) （＋0.1） （▲0.4）

加工乳・
成分調整牛乳

412 410 389 382 227

(▲6.4) (▲0.7) (▲5.1) （▲1.6） （＋0.9）

乳飲料
1,121 1,140 1,094 1,054 639

(▲3.9) (＋1.7) (▲4.0) （▲3.6） （▲2.1）

はっ酵乳
1,063 1,033 1,053 1,025 576

(▲1.1) (▲2.8) (＋1.9) （▲2.7） （▲6.7）



生乳の用途別仕向量の推移

5,026 

3,998 

3,419 

3,599 

2,320 

1,865 

704 1,246 

285 
436 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000
（千トン）

年度

資料：農林水産省「牛乳乳製品統計」、（一社）中央酪農会議「用途別販売実績」、（独）農畜産振興機構「販売生乳数量等（速報）」

牛乳等向け

乳製品向け

脱脂粉乳・バター等向け

液状乳製品向け

チーズ向け

9

・ 牛乳等向け処理量は、近年は健康志向の高まり等により横ばいで推移しており、令和２年度には新型コロナウイルス感染症の影響による巣ご

もり需要やプラスワンプロジェクトの効果等により牛乳消費が堅調だったため微増したが、令和３年度は微減。

・ 乳製品向け処理量は、近年は生乳生産量の減少により減少傾向で推移してきたが、令和元年度以降、生乳生産量が増加に転じる中、令和２年

度に新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う業務用需要の減少により液状乳製品向けが減少する一方、需給調整品目である脱脂粉乳･バター

等向けが増加した結果、乳製品向け全体としては増加。令和３年度も、生乳生産量の増加に伴い増加。
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＜バター＞
期末最低

＜脱脂粉乳＞
期末最低

＜バター＞
期末最高

⚫ 生乳の需要と供給

⚫ 乳製品の在庫量

供給

（年度）

（注）在庫量は年度末の数値。
（）は前年同期からの在庫の増減（千トン）

10

・ 生乳需給について、これまでは国内生乳生産量の減少によりひっ迫傾向で推移しており、輸入により需要を賄ってきたところであったが、令和

元年度に生乳生産量が増加に転じたところ。

・ 令和２年度に、新型コロナの感染拡大に伴う学校の休校や業務用需要の減少等により、生乳を保存の利くバター・脱脂粉乳等向けに仕向け

てきたことから消費量に対して生産量が大幅に増加し、在庫量も前年同期に比べ増加。令和３年度も生乳需給が緩和傾向で推移したこと等か

ら、在庫量は前年同期に比べ増加。

・ 令和４年度（10月末）の在庫量について、脱脂粉乳は生産量の増加が消費を上回っていることから在庫量は前年同期を上回って推移してい

たが当月は前年同期を下回った。バターは年度初め頃から消費が増加傾向で推移しており、在庫量は５月以降前年同期に比べ減少。

（▲3.6）

（▲0.4）

（10月末）

生乳需給の推移

＜脱脂粉乳＞
期末最高バター在庫量

脱脂粉乳在庫量

（万トン） ※ 輸入チーズを除く
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・ 乳製品の１人当たり消費量は、食生活の多様化等に伴い、長期的には、チーズ、生クリームの消費が拡大。

・ 牛乳・乳製品の自給率は、需要が堅調である一方、生乳生産量が減少傾向で推移していたことから、低下傾向で推移してきたが、令和３年度は

国内生産量が増加したことから重量ベースでは前年度より２ポイント増加。

・ チーズの消費量は増加傾向で推移してきたが、新型コロナウイルス感染拡大の影響による外食需要の減少等により、令和元年度以降、増加傾

向は一服。

牛乳・乳製品の自給率の推移

一
人
当
た
り
消
費
量

ｋ
ｇ
／
人
・
年

チーズ

生クリーム

国産チーズ

脱脂粉乳

バター

年度

資料：農林水産省｢食料需給表」、「牛乳乳製品統計」、「チーズの需給表」、総務省「人口推計」「国勢」調査、牛乳課推計

注１：１人当たり消費量＝（生産量＋輸入量±在庫増減－輸出量）÷各年10月1日時点の総人口

注２：国産チーズ消費量は牛乳乳製品課推計

注３：チーズ及び国産チーズの１人当たり消費量について、Ｈ22年度以前とＨ23年度以降に連続性はない。

乳製品の１人当たり消費量の推移

資料：農林水産省｢食料需給表」、令和３年度は概算値。

（％） 重量ベース

カロリーベース

乳製品需給の推移
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リーマンショック
（20)

チーズの国内生産量及び国別輸入量の推移
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国産
〔+7％〕

334

(292)

330

(289)

340

(296)

米国
〔+7％〕

豪州
〔▲13％〕

NZ
〔▲１％〕

〔対前年比〕

11

（千トン）

EU
〔+３％〕

資料：農林水産省「チーズの需給表」、財務省「日本貿易統計」
注：国産は、ナチュラルチーズの生産量（プロセスチーズ原料用ナチュラルチーズの生産量を含む）

輸入は、ナチュラルチーズ及びプロセスチーズの国別輸入量
注：英国はR２年２月１日にEUを離脱したが、数値の連続性を保つため、グラフ中ではEUに含めて集計している。
注：国産ナチュラルチーズ生産量について、Ｈ22年以前とＨ23年以降に連続性はない。

H
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総合乳価は、生乳取引価格から集送乳経費や手数料を控除し、加工原料乳生産者補給金等を加算したもの。

資料：農林水産省「農業物価統計」 注：数値は各月の単純平均値であり、消費税を含む。
注：令和２年度及び令和３年度の総合乳価は速報値。

（年度）

総合乳価の推移

・ 生乳取引価格は、民間同士の交渉により、生乳の需給状況、生産コストの変動等をおおむね反映して決定。

・ 酪農家の受取乳価である総合乳価は、平成19年度からの配合飼料価格の高騰を受けて、平成20年度以降、飲用・乳製品ともに生乳取引価格

が上昇していたものの、近年、その傾向も一服。

総合乳価（全国）の推移
（円／㎏）

総
合
乳
価

12

配合飼料価格高騰を受け、飲用等
向け（約10円）及び加工原料乳向け
乳価（約4円）を引上げ（H21.3～）

配合飼料価格高騰を受け、
飲用等向け（約3円）及び加
工原料乳向け乳価（約5円）
を引上げ（H 2 0 . 4～） .

円安等による配合飼料
及び輸入粗飼料価格上
昇を受け、飲用等向け乳
価 （約 5 円 ） を引上げ
（H25 .10～） .

消費増税及び加工原料
乳向け乳価（約1.5円）他
を引上げ（H26.4～） .

飲用等向け（約 3
円）、 脱脂粉乳・
バター等向け（約2
円 ） 等 を 引 上 げ
（H2 7 . 4～） .

脱 脂 粉 乳 ・ バ
ター等向け（約１
円）等を引上げ
（H29.4～） .

飲用等向け（約4円）
等を引上げ（H31.4～）
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・ 生乳1kg当たりの生産コスト（全算入生産費）は、平成22年度以降横ばいで推移したが、子牛価格の上昇に伴う副産物収入の増加より27年度に

減少。29年度以降は初妊牛価格の高騰に伴う乳牛償却費の上昇等により増加傾向で推移。

・ 生乳1kg当たりの所得は、26年度以降の乳価上昇に伴う主産物価額の上昇に加え、27年度以降の副産物価額上昇による生産コストの減少によ

り、増加傾向で推移していたが、29年度以降は生産コストの上昇等により減少。令和２年は新型コロナウイルスの感染拡大により枝肉価格が下落

したことから、副産物収入が減少したことにより減少。

（円）

（年度）

全算入生産費（生産コスト）

主産物価額（収入）

所得
（主産物価額－｛全算入生産費－（家族労働費＋自己資本利子＋自作地地代）｝）

生乳1kg当たりのコストと所得（全国）

～～

円/実搾乳量100kg出典：農林水産省「畜産物生産費統計」
注１：消費税含む。
注２：畜産物生産費調査は、令和元年調査から調査期間を調査年４月から翌年３

月までの期間から、調査年１年から12月までの期間に変更した。

令和２年の生乳生産費（費用合計）

13
（年）
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生産コストと所得の推移



乳用牛飼養戸数・頭数の推移

・ 飼養戸数は、年率４％程度の減少傾向で推移。
・ 飼養頭数は、年率２％程度の減少傾向で推移していたが、平成30年に16年ぶりに増加に転じ、令和４年も増加（＋15千頭）。
・ 一戸当たり経産牛飼養頭数は前年に比べ増加傾向で推移しており、大規模化が進展。

・ また、改良により、一頭当たりの乳量は増加傾向。

平成26 27 28 29 30 31 31参考値
※注４

令和２
※注５

3 4

乳用牛飼養戸数（千戸） 18.6 17.7 17.0 16.4 15.7 15.0 14.9 14.4 13.8 13.3

　（対前年増減率）（％） (▲4.1) (▲4.8) (▲4.0) (▲3.5) (▲4.3) (▲4.5) － (▲3.4) (▲4.2) (▲3.6)

うち成畜50頭以上層(千戸) 6.8 6.4 6.5 6.4 6.2 5.9 5.9 5.8 5.8 5.8

戸数シェア（％） (38.2) (38.0) (39.8) (40.6) (41.1) (40.8) (40.6) (41.3) (42.9) (44.5)

乳用牛飼養頭数（千頭） 1,395 1,371 1,345 1,323 1,328 1,332 1,339 1,352 1,356 1,371

　（対前年増減率）（％） (▲2.0) (▲1.7) (▲1.9) (▲1.6) (0.4) (0.3) － (1.0) (0.3) (1.1)

うち 経産牛頭数（千頭） 893 870 871 852 847 839 841 839 849 862

501 502 474 471 481 492 499 513 507 510

うち成畜50頭以上層(千頭) 948 940 949 934 961 962 981 999 1,026 1,057

頭数シェア（％）　 (70.1) (71.0) (73.1) (73.4) (75.3) (75.9) (74.2) (74.6) (76.6) (78.2)

一 戸 当 た り  全  国 49.9 51.5 53.4 54.3 56.1 58.3 57.6 59.9 62.9 66.3

経産牛頭数（頭）  北海道 70.6 72.4 76.1 76.4 78.8 82.2 78.2 81.1 84.7 89.1

 都府県 37.6 38.8 39.6 40.5 41.8 42.9 44.1 45.2 47.5 50.1

経産牛一頭当たり  全  国 8,316 8,511 8,522 8,581 8,636 8,806 8,938

       乳量（㎏）  北海道 8,218 8,407 8,394 8,518 8,568 8,943 9,066

区　分　／　年

うち 未経産牛
　　（乳用後継牛）頭数（千頭）

       <8,767>※注６

<8,945>
資料：農林水産省 「畜産統計」、「牛乳乳製品統計」
注１：各年とも２月１日現在の数値。ただし、経産牛一頭当たり乳量は年度の数値。
２：平成31年以前の成畜50頭以上層戸数シェア及び頭数シェアは、学校、試験場等の非営利的な飼養者を除いた数値を用いて算出している。
３：一戸当たり経産牛頭数は、経産牛飼養頭数を成畜の飼養戸数で除して算出。
４：令和２年から統計手法が変更されたため、令和２年の統計手法を用いて集計した平成31年の数値を参考値として記載。
５：令和２年の対前年増減率は、平成31年の参考値との比較である。
６：経産牛一頭当たり乳量は「当年度生乳生産量÷当年と翌年の経産牛頭数の平均」から算出しており、平成31年＜＞は、平成31年の参考値と令和２年の経産牛頭数

の平均を用いている。 14



乳めす 乳おす 交雑種 和牛酪農家
由来

乳用後継牛の確保に向けた取組

・ 黒毛和種の交配率の上昇により、平成26～28年度にかけて乳用雌子牛の出生が1万頭程度減少。
・ 性判別精液の活用等の後継牛確保の取組の推進により、乳用雌子牛の出生頭数は平成28年度を底に増加傾向で推移。

・ 預託等を通じて、出生した雌子牛を着実に育成していくことが重要。

乳用牛から
生産した子牛

肉用牛から
生産した子牛

性判別精液と和牛受精卵の活用乳用牛への黒毛和種精液等の交配状況

乳用子牛の雌雄別出生頭数

資料：家畜改良センター

預託育成の推進

粗飼料の豊富な
地域への子牛預託

初妊牛

広域預託や持続的な後継牛の地域内生産・育成の推進
【酪農経営支援総合対策事業：R4 ALIC事業】

省力化機器の整備（給餌、ほ乳等）、運動場の整備（電牧柵等）
【酪農労働省力化推進施設等緊急整備対策事業：R4 ALIC事業】 15

〇性判別精液の活用を支援
【畜産・酪農生産力強化対策事業：R3補正】

〇和牛受精卵の活用を支援
【和牛遺伝資源流出防止対策緊急支援事業：R4 ALIC事業 】
酪農経営で生産された和子牛：4.9万頭（令和３年度：和子牛全体の約９％）

資料：日本家畜人工授精師協会 （年）

（％）

乳用種精
液による人
工授精に占
める性判別
精液の割
合は約3割

乳用種の
出生頭数に
占める雌の
割合は6割
を超える



・ 酪農経営における労働時間は、他の畜種や製造業と比べ長い状況。
・ このような状況を踏まえ、労働負担の軽減に向け、①飼養方式の改善、②機械化、③外部化等の取組を推進。
・ 機械化については、搾乳や給餌作業の負担軽減等に資する機械装置の導入を支援。
・ 外部化については、育成に係る労働負担を軽減するため、預託先の確保や受入頭数の拡大を図るなど、育成を外
部化できる環境作りを推進。

・ また、周年を通じて拘束時間が長い酪農家の労働負担を軽減するため、酪農ヘルパーの取組を支援。

酪農経営における労働負担の軽減

○ 1人当たり年間平均労働時間(令和２年）

酪農 肉用牛 養豚 製造業

2,057 1,685 1,677 1,838

（１）飼養管理方式の改善
・つなぎ飼いからフリーストールへの変更、放牧

（２）機械化

・搾乳ロボット、自動給餌機械、餌寄せロボット、ほ乳ロボット
等の導入

（３）外部化
・キャトル・ステーション（ＣＳ）、キャトル・ブリーディング・
ステーション（ＣＢＳ）、ＴＭＲセンター、コントラクター、
酪農ヘルパー、公共牧場

○ 労働負担の軽減に向けた取組

・ 酪農経営支援総合対策事業により、酪農ヘルパーの利用拡大を支援。
① 傷病時における経営継続を支援

→傷病時（病気、事故、出産、研修等）の利用料金を軽減するために助成
② ヘルパー利用組合の強化を支援
③ ヘルパー人材確保・育成を支援

酪農ヘルパーの利用拡大（R4 ALIC事業）

○ 労働負担の軽減に向けた国の支援策

資料：農林水産省「営農類型別経営統計」、厚生労働省「毎月勤労統計」より算出

省力化機械の導入等を支援

畜産経営体生産性向上対策（R4当初）

① 省力化機械の導入と一体的な施設整備を支援
② 後継牛の預託施設の整備等を支援

酪農労働省力化推進施設等緊急対策事業（R4 ALIC事業）

公共牧場等における乳用種（受卵牛）導入等を支援

育成の外部化の実現に向けた支援策（R4当初）

（単位:日）

酪農ヘルパー年間
利用日数（1戸あたり）

H28年度 H29年度 H30年度 R１年度 R2年度

22.4 22.8 23.1 23.4 23.7
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機械
装置

搾乳ロボット
搾乳ユニット
自動搬送装置

発情発見装置 分娩監視装置 哺乳ロボット

導入前
搾乳牛１頭毎に１日２回以
上搾乳するための労力と時
間が必要

自力で搾乳機（約9ｋｇ）を

移動させるため、労働負
担が大きい

毎日一定時間の発情監視
が必要（夜間の発情見落と
し等の懸念）

分娩が近い牛について、事
故がないように24時間体
制で監視

子牛１頭毎に１日２回以上
哺乳するための労力と時
間が必要

導入後

自動的に搾乳が行われるた
め、搾乳作業の労力が基本
的になくなるとともに、搾乳
回数の増加による乳量増加
に効果
Ex：導入後、１頭当たりの飼
養管理時間が約40％削減

搾乳機をレールで自動搬
送するため、搾乳にかか
る労力を軽減でき、人手
不足に効果
Ex：導入後、搾乳に必要
な労働者数・時間が減少

発情が自動的にスマホ等
に通知されるため、監視業
務の軽減や分娩間隔の短
縮に効果
Ex：導入後、分娩間隔419
日まで短縮（全国平均432
日）

分娩が始まると自動的に
連絡が来るため、長時間
の監視業務が軽減
Ex；導入後、分娩事故率が
大幅に減少（2.2→0.3％）

自動的に哺乳されるため、
省力化とともに、子牛の発
育向上に効果
Ex：導入後、子牛の哺乳に
係る労働時間が80％低減。

・ 酪農の生産基盤強化を図る上で、分娩間隔の短縮や子牛の事故率低減、労働負担の軽減を図ることが重要。

・ このため、ＩＣＴ（Information and Communication Technology：情報通信技術）等の新技術を活用した搾乳ロボットや発情発見装置、

分娩監視装置等の機械装置の導入を支援し、酪農経営における生産性の向上と省力化を推進。

発情発見装置 分娩監視装置搾乳ロボット 哺乳ロボット搾乳ユニット自動搬送装置

ＩＣＴやロボット技術の活用等による酪農の生産性の向上、省力化の推進
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畜産・酪農の就農・後継者支援対策

・ 担い手の高齢化や後継者不足等を背景に、毎年一定数の経営離脱が続いている。
・ 後継者による継承や新規就農の推進のため、飼養管理技術の習得や投資負担の軽減を図る対策を実施。

資料）農林水産省調べ（R2）資料）農林水産省調べ

・協業化で大規模法人を設立して新たな雇用や研修の場を創出する
取組、農協が離農農場を補改修をして畜舎や家畜を新規就農者に
貸付ける取組等を支援。

・後継者不在の経営と地域の担い手（新規就農等）のマッチング、
経営資源を継承するために必要な施設整備等を支援。

【R3補正】畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業

H28 H29 H30 R1 R2

酪
農

全国

離脱者数 584 556 563 536 504

新規就農者数 207 158 170 145 150
（うち新規参入者） (37) (27) (29) (28) (37)

うち北海道

離脱者数 185 163 181 197 134

新規就農者数 131 86 118 80 100
（うち新規参入者） (30) (22) (21) (24) (28)

肉
用
牛

全国

離脱者数 1,626 1,498 1,541 1,620 1,354

新規就農者数 289 334 293 270 293
（うち新規参入者） (63) (74) (51) (54) (61)

うち九州・沖縄

離脱者数 907 845 845 876 708

新規就農者数 159 201 170 152 201
（うち新規参入者） (33) (49) (29) (25) (36)

経営離脱・新規就農状況 離脱要因

・担い手に位置付けられた後継者に対し、初妊牛のリース導入、
畜舎の増改築等を支援。

・生産者団体等が、研修生の飼養管理技術・経営ノウハウの習得や、
資産継承をサポートする取組を支援。

・酪農ヘルパー利用組合における就業前後の研修等を支援。

【R4 ALIC事業】酪農経営支援総合対策事業 46億円

「新規就農者」：今後の経営の担い手として新規に就農（新規参入者、親元就農、法人役員となった者を含む）

「新規参入者」：①非農家から畜産酪農経営に参入した者、②農家子弟が独立し経営を開始した者
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（所要額）

617億円の内数

・地域が目指すべき将来の集約化に重点を置いた農地利用の姿の実現に向けて、
生産の効率化に取り組む等の場合、必要な農業用機械・施設の導入を支援。

【R4当初】農地利用効率化等支援交付金 21億円・経営発展のための機械・施設等の導入を地方と連携して支援。
・就農に向けた研修資金、経営開始資金、雇用就農の促進のための資金を交付。

【R4当初】新規就農者育成総合対策 207億円

・新規就農者向けの無利子資金により、営農に必要な機械・施設等の取得、営
農資金（資材等）を支援。

【R4当初】青年等就農資金 融資枠 172億円

0% 20% 40% 60% 80% 100%

肉用牛

(肥育)

肉用牛

(繁殖)

酪農

55.2%

67.6%

43.7%

13.4%

19.8%

15.1%

3.7%

4.8%

6.7%

3.6%

3.8%

0.6%

8.2%

5.4%

5.2%

3.7%

18.3%

1.5%

0.3%

0.8%

高齢化・後継者問題 経営者等の事故・病気・死亡 負債問題

将来への不安 施設・機械の老朽化 環境問題

その他・不明 経営統合による戸数減少 他畜産部門への転換

耕種等他の農業部門への転換 第三者継承



畜産・酪農における新たな人材の活用

・ 農業分野における雇用労働力は、平成17年に約13万人であったものが令和２年には約16万人と、この15年で1.2倍に増加
しているほか、令和３年の農林漁業分野の有効求人倍率は1.29倍（職業全体は1.03倍）となっている。

・ 深刻化する人手不足に対応するため、新たな人材（就労を目的とした新たな在留資格「特定技能」による外国人材など）の
活用が進んでいるが、日本人の短期就労を活用する取組もあり、労働力の確保が多様化している。

特定技能在留外国人数

ベトナム 1,398人

インドネシア 543人

フィリピン 227人

北海道 711人

茨城県 289人

千葉県 247人

国籍別・都道府県別在留外国人数

ベスト３（畜産分野・令和４年６月末時点）

資料：出入国在留管理庁「特定技能１号在留外国人数」

（人） （人）

ふるさとワーキングホリデー ・ 「ふるさとワーキングホリデー」とは、一定期間地方に滞在し、働いて収入を得ながら、地域での暮らしを体感
する総務省の事業。

・ 畜産分野においては、家畜の飼養管理等の生産に係る作業に加え、カフェ、レストラン営業の補助等、６次産
業化に関係する業務などでも受入れが行われている。

出展：総務省ふるさとワーキングホリデーポータルサイト
（https://furusato-work.jp/）

－ 総数

■ 農業分野

■ うち畜産分野

ほか ほか

・2021年度に初めて実施。農協や漁協、商工会等で構成されるプロジェクトチームが主催し、町役場が事務局を
務める。
・町HP等で参加者の募集を行い、2021年度の受入れ実績は５名。酪農家での受け入れも実施。（２週間程度）
・町では、受入事業者・参加者間の調整や相談対応、参加者へ宿泊施設のあっ旋・提供、滞在期間中に地域住
民との交流や地場産業の体験プログラムの提供を行う。

・ 特定技能１号外国人とは、農業を含む特定産業分野に属する相
当程度の知識又は経験を必要とする技能を要する業務に従事
する外国人向けの在留資格。

・ 農業分野では、耕種農業全般と畜産農業全般の区分があり、畜
産農業全般の資格を取得すれば、畜種を問わず就労が可能。

北海道H町の事例
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加工原料乳生産者補給金制度

乳業者の支払分（買取価格）

政府からの交付分

民間同士の交渉で
決定

補給金及び調整金単価並びに
総交付対象数量は毎年度決定

補塡基準価格

全
国
平
均
取
引
価
格

生産者国((独)農畜産業振興機構)

拠出助成(生産者:国=１:３)

補塡

a-3
年度

a-2
年度

a-1
年度

a
年度

差額
差額×8割

加工原料乳生産者経営安定対策事業

令和４年度
加工原料乳生産者補給金単価 8.26円/kg 
集送乳調整金単価 2.59円/kg
総交付対象数量 345万トン

生
産
者
の
手
取
り

乳
価
（
取
引
価
格
）

補給金

H30年度～H29年度

生
ク
リ
ー
ム
等

チ
ー
ズ

バ
タ
ー
・

脱
脂
粉
乳
等

生
ク
リ
ー
ム
等

チ
ー
ズ

バ
タ
ー
・

脱
脂
粉
乳
等

補給金

※指定事業者に対して交付

集送乳調整金※

・ 加工原料乳について生産者補給金を交付。加えて、あまねく地域から集送乳を行うことを確保するため、指定事業者の加工原料乳に対して

集送乳調整金を交付。

・ 加工原料乳生産者経営安定対策事業では、加工原料乳価格（脱脂粉乳・バター等向け、チーズ向け及び生クリーム等の液状乳製品向け

の生乳価格）が下落した場合の経営への影響緩和を目的に、生産者と国が拠出して造成した積立金から補塡。

酪農の経営安定対策の概要

10.85円/kg 

生産者積立金
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